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平成２９年度資金不足比率審査意見書 

 

１．審査の対象 

  資金不足比率   

①   臨海土地造成事業特別会計 

②   公共下水道事業特別会計 

③   特定環境保全公共下水道事業特別会計 

④   農業集落排水事業特別会計  

⑤   漁業集落排水事業特別会計 

⑥  浄化槽事業特別会計 

⑦  病院事業会計 

⑧  水道事業会計 

 

２．審査の期間 

  平成３０年８月１日から８月１７日まで 

 

３．審査の主眼と方法 

   市長から審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載

した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として、関係職員から説明を聴

取しながら慎重に審査した。 

 

４．審査の概要 

     平成２９年度決算における資金不足比率の状況は次のとおりである。 

 

（資金不足比率）                                          （単位：％） 

会 計 の 名 称 平成２９年度 平成２８年度 経営健全化基準 

臨海土地造成事業特別会計 － － 20.0 

公共下水道事業特別会計 － － 20.0 

特定環境保全公共下水道事業特別会計 － － 20.0 

農業集落排水事業特別会計 － － 20.0 

漁業集落排水事業特別会計 － － 20.0 

浄化槽事業特別会計 － － 20.0 

病院事業会計 － － 20.0 

水道事業会計 － － 20.0 

     （注）資金不足額がない場合は、「－」で表示。 

 

6 特別会計、病院事業会計及び水道事業会計における当年度の資金不足比率    

は、資金不足額が生じていないため、「－（数値なし）」となっている。  
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５．審査の結果及び意見 

  審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

いずれも適正に作成されているものと認められる。 

  全ての会計において資金不足は生じていないが、特別会計では、一般会計からの

繰入金により収支の均衡が保たれている。 

水道事業会計については、今後も引き続き、企業債償還及び未普及地域解消事業、

遠方監視装置更新事業、生活基盤近代化事業の整備費用が見込まれる。そのほか水

道管路耐震化事業等が計画されていることから、今後の収支の状況を見極めて、計

画的な事業の実施を望むところである。 

  病院事業会計については、今後も企業債償還及び診療体制に沿った施設・設備等

の改修費用や維持管理に伴う修繕費用の発生が予想される。また、耐用年数が経過

した医療機器を適正に管理し、計画的に更新することを望む。引き続き「第３次市

立輪島病院改革プラン」の実施・点検を行いながら、経営の健全化を推し進めてい

ただきたい。 

 

  資金不足比率については、それぞれ特に指摘する事項はない。今後も、当該比率

に留意のうえ、効率的な運営と経営の健全化に努められたい。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 


